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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第108期

第２四半期連結
累計期間

第109期
第２四半期連結
累計期間

第108期

会計期間

自令和２年
　４月１日
至令和２年
　９月30日

自令和３年
　４月１日
至令和３年
　９月30日

自令和２年
　４月１日
至令和３年
　３月31日

売上高 （千円） 6,047,856 6,925,474 13,630,739

経常損失（△） （千円） △1,119,218 △232,866 △879,953

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純損失（△）
（千円） △832,381 △268,900 △972,788

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △834,325 △234,009 △896,658

純資産額 （千円） 16,697,119 16,402,451 16,634,786

総資産額 （千円） 56,083,285 56,710,818 57,456,405

１株当たり四半期（当期）純損失

（△）
（円） △216.64 △69.99 △253.19

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 29.8 28.9 29.0

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △87,335 1,416,146 509,018

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △1,322,939 △939,875 △3,118,666

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 1,523,505 △524,538 3,289,990

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（千円） 1,790,496 2,309,342 2,357,609

 

回次
第108期

第２四半期連結
会計期間

第109期
第２四半期連結
会計期間

会計期間

自令和２年
　７月１日
至令和２年
　９月30日

自令和３年
　７月１日
至令和３年
　９月30日

１株当たり四半期純損失（△） （円） △9.21 △48.03

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、潜

在株式が存在しないため記載しておりません。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期

首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等に

ついては、当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。

　なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４　経理の状況　

１　四半期連結財務諸表　注記事項（セグメント情報等）」に記載の通りであります。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　　　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）

等を適用しております。

　これに伴い、当第２四半期連結累計期間における経営成績に関する説明は、売上高については、当該会計基準等

を適用した後の数値となっており、前第２四半期連結累計期間と比較しての対前年同四半期比（％）は記載して

おりません。

　詳細は、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項(会計方針の変更)」に記載のとおりであります。

　また、第１四半期連結会計期間より、報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメントの区分に組替えた数値で比較分析しております。

 

（1）財政状態及び経営成績の状況

①財政状態

　資産合計は、未収入金が減少したことなどにより、前連結会計年度末に比べ745,586千円減少し、56,710,818千

円となりました。

　負債合計は、リース債務の減少などにより、前連結会計年度末に比べ513,251千円減少し、40,308,366千円とな

りました。

　純資産合計は、利益剰余金の減少などにより、前連結会計年度末に比べ232,335千円減少し、16,402,451千円と

なりました。

 

②経営成績

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態宣言の発令

や宣言の延長等に伴い、経済活動が制限される中、個人消費も低迷するなど厳しい状況で推移しました。一方、ワ

クチン接種の進捗と今後の感染状況次第では人流の回復は見込まれるものの、感染再拡大の懸念もあり先行きは依

然として不透明な状況となっております。

　こうした事業環境の中、お客様と従業員に対する感染防止対策を徹底しながら営業活動を行い、経営基盤の強化

に努めてまいりました。しかしながら、新潟県独自の警報による外出自粛が続いたこともあり、前年同期に比べて

回復はみられたものの、感染症拡大前の水準を下回る状況が続いております。

　当第２四半期連結累計期間の総売上高は6,925,474千円、営業損失は180,853千円（前年同期は営業損失

1,113,924千円）、経常損失は232,866千円（前年同期は経常損失1,119,218千円）、親会社株主に帰属する四半期

純損失は268,900千円（前年同期親会社株主に帰属する四半期純損失832,381千円）となりました。

 

セグメント別の経営成績の概況は、次のとおりであります。

 

　運輸事業におきまして、一般乗合バス部門では、新型コロナウイルス感染症への対応として、お客様や従業員の

安全を確保するため、車内の消毒や換気を徹底するなど感染予防・感染拡大防止対策を継続いたしました。新潟県

独自の警報による外出自粛や臨時休校等の影響を受けたものの、新潟交通ＩＣカード乗車券「りゅーと」のサービ

ス開始10周年キャンペーン等により引き続き需要喚起を図ったこともあり、一般乗合バス部門全体では前年同期比

増収となりましたが、その回復は限定的となっております。

　高速バス部門では、４月下旬より運休しておりました都市間高速バスの一部路線の運行を緊急事態宣言の解除に

伴い７月から再開したこと等により、高速バス部門全体では前年同期比増収となりました。

 

　貸切バス部門では、全国的な感染拡大および新潟県独自の警報発出の影響により、バスツアー・修学旅行等の

キャンセルが相次ぎ、低調に推移したものの、ワクチン集団接種会場への送迎バスを受注したこともあり、前年同

期比増収となりました。

　この結果、運輸事業の売上高は3,181,594千円、営業損失551,128千円（前年同期は営業損失1,192,028千円）と

なりました。

 

　不動産事業におきまして、万代シテイでは、感染防止策を徹底した上で、集客を高める販売促進や催事・イベ

ントを企画実行したことに加え、７月に新店舗の誘致を実施して街区の魅力向上を図りました。また、９月には

リニューアル工事も完了し、お客様から選ばれる施設として街の新たな魅力の発信にも努めてまいりました。こ
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れにより、新潟県独自の警報の影響を受けたものの、賃料収入および駐車場収入は前年同期比増収となりまし

た。

　この結果、不動産事業の売上高は1,370,064千円、営業利益562,228千円（前年同期比1.1%減）となりました。

 

　商品販売事業におきまして、観光土産品卸売部門では、催事売店を撤退した影響に加えて、新潟県独自の警報

による外出自粛等の影響を受け観光土産品需要が低迷したこと等により、前年同期比減収となりました。

　この結果、商品販売事業の売上高は657,078千円、営業損失26,169千円（前年同期は営業損失53,293千円）と

なりました。

 

　旅行事業におきましては、全国的な感染拡大および新潟県独自の警報等の影響により、募集型企画旅行および

一般団体手配旅行は低調に推移し、修学旅行の実施見送りも相次いだことで厳しい状況となりましたが、ワクチ

ン集団接種会場への送迎バスを受注する等、収益確保に努めてきたことに加えて、「収益認識に関する会計基

準」等の適用もあり、前年同期比増収となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」等を適用前に換算した場合においても前年同期比増収となりました。

　この結果、旅行事業の売上高は499,967千円、営業損失76,269千円（前年同期は営業損失159,480千円）となり

ました。

 

　旅館事業におきまして、新潟市内の「万代シルバーホテル」、佐渡市内の「国際佐渡観光ホテル八幡館」とも

に新型コロナウイルス感染症拡大に伴う宿泊・宴会・ツアーのキャンセルや新規設定の見送り等の影響により、

宿泊・宴会需要の低迷は続いているものの、ケータリング商品の販促に努めたことや催事団体客の受入等により

売上高は前年同期比増収となりました。

　この結果、旅館事業の売上高は385,262千円、営業損失184,797千円（前年同期は営業損失284,366千円）とな

りました。

 

　その他事業のうち広告代理業においては、新潟市が発行する「地域のお店応援商品券」事業の受託により好調

に推移したものの、「収益認識に関する会計基準」等の適用により、前年同期比減収となりました。

　なお、「収益認識に関する会計基準」等を適用前に換算した場合においては前年同期比増収となりました。

　航空代理業においては、ワクチン集団接種会場の運営業務を受託する等、新たな収益確保策を実施しました

が、国内線の減便が継続している影響もあり、前年同期比減収となりました。

　清掃・設備・環境業においては、環境部門におけるリサイクル単価の上昇や定期収集、定期清掃、光触媒等の

受注により、前年同期比増収となりました。

　この結果、その他事業全体の売上高は831,506千円、営業利益94,987千円（前年同期比3061.6％増）となりま

した。

 

（2）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末よ

り48,267千円減少し2,309,342千円（前年同四半期末残高1,790,496千円）となりました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果獲得した資金は1,416,146千円（前年同期は87,335千円の使用）となりました。これは主とし

て、税金等調整前四半期純損失235,182千円に減価償却費852,209千円等を加減算したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は939,875千円（前年同期比29.0%減）となりました。これは主として、有形固定資

産の取得による支出804,348千円等によるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は524,538千円（前年同期は1,523,505千円の獲得）となりました。これは主とし

て、長期借入金返済による支出7,694,860千円に長期借入金増加による収入7,605,250千円等を加減算したことによ

るものであります。
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（3）経営方針・経営戦略等

　当第２四半期連結累計期間において、経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

（4）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題について重要

な変更はありません。

 

（5）研究開発活動

　該当事項はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 10,000,000

計 10,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（令和３年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（令和３年11月12日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 3,864,000 3,864,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は100株

であります。

計 3,864,000 3,864,000 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（千株）

発行済株式総
数残高
（千株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

令和３年7月1日～ 

令和３年9月30日
－ 3,864 － 4,220,800 － 2,872,932

 

 

EDINET提出書類

新潟交通株式会社(E04155)

四半期報告書

 7/24



（５）【大株主の状況】

  令和３年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合（％）

株式会社第四北越銀行

（常任代理人日本マスタートラスト信

託銀行株式会社）

新潟県新潟市中央区東堀前通七番町1071番地１

（東京都港区浜松町２丁目11番３号）
174 4.55

株式会社ブリヂストン 東京都中央区京橋３丁目１番１号 163 4.27

いすゞ自動車株式会社 東京都品川区南大井６丁目26番１号 155 4.03

太平興業株式会社 東京都千代田区丸の内３丁目３番１号 133 3.47

損害保険ジャパン株式会社 東京都新宿区西新宿１丁目26番１号 122 3.18

株式会社みずほ銀行

（常任代理人株式会社日本カストディ

銀行）

東京都千代田区大手町１丁目５番５号

（東京都中央区晴海１丁目８番12号）
105 2.73

三菱ふそうトラック・バス株式会社 神奈川県川崎市中原区大倉町１0番地 103 2.69

三井住友海上火災保険株式会社 東京都千代田区神田駿河台３丁目９番地 100 2.61

清水建設株式会社 東京都中央区京橋２丁目16番１号 100 2.60

新潟いすゞ自動車株式会社 新潟県新潟市中央区美咲町２丁目２番28号 76 2.00

計 － 1,234 32.13

（注）発行済株式（自己株式を除く。）の総数に対する所有株式数の割合は、小数点以下第３位を四捨五入しておりま

す。

 

（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    令和３年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 22,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 3,812,500 38,125 －

単元未満株式 普通株式 29,500 －
１単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数  3,864,000 － －

総株主の議決権  － 38,125 －
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②【自己株式等】

    令和３年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

新潟交通株式会社
新潟県新潟市中央区

万代一丁目６番１号
22,000 － 22,000 0.57

計 － 22,000 － 22,000 0.57

 

２【役員の状況】

 該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（令和３年７月１日から令

和３年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（令和３年４月１日から令和３年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、高志監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和３年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和３年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,442,732 2,399,765

受取手形及び売掛金 838,189 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 778,388

商品及び製品 173,314 173,024

原材料及び貯蔵品 153,567 150,791

その他 868,363 365,964

貸倒引当金 △12,351 △12,367

流動資産合計 4,463,815 3,855,566

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 11,703,624 12,203,672

土地 36,833,333 36,833,333

その他（純額） 2,756,007 2,104,492

有形固定資産合計 51,292,964 51,141,498

無形固定資産 322,026 324,542

投資その他の資産 ※ 1,377,597 ※ 1,389,210

固定資産合計 52,992,589 52,855,251

資産合計 57,456,405 56,710,818

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 575,579 491,017

短期借入金 13,337,229 10,824,441

１年内償還予定の社債 150,000 200,000

未払法人税等 83,746 74,586

賞与引当金 103,552 216,162

その他 2,610,009 2,508,184

流動負債合計 16,860,116 14,314,392

固定負債   

社債 3,550,000 3,500,000

長期借入金 12,929,544 15,212,222

再評価に係る繰延税金負債 4,013,733 4,013,733

役員退職慰労引当金 152,230 153,500

退職給付に係る負債 422,418 444,095

その他 2,893,575 2,670,422

固定負債合計 23,961,502 25,993,974

負債合計 40,821,618 40,308,366
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(令和３年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(令和３年９月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,220,800 4,220,800

資本剰余金 2,946,600 2,946,600

利益剰余金 1,220,663 953,767

自己株式 △37,754 △38,085

株主資本合計 8,350,311 8,083,084

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 △15,419 △10,725

繰延ヘッジ損益 88,163 119,971

土地再評価差額金 8,210,910 8,210,910

退職給付に係る調整累計額 820 △789

その他の包括利益累計額合計 8,284,475 8,319,367

純資産合計 16,634,786 16,402,451

負債純資産合計 57,456,405 56,710,818
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日
　至　令和３年９月30日)

売上高 6,047,856 6,925,474

売上原価 5,357,485 5,318,333

売上総利益 690,370 1,607,141

販売費及び一般管理費 ※１ 1,804,294 ※１ 1,787,994

営業損失（△） △1,113,924 △180,853

営業外収益   

受取利息 99 80

受取配当金 7,707 7,593

雇用調整助成金 201,092 128,578

その他 24,023 31,873

営業外収益合計 232,922 168,125

営業外費用   

支払利息 152,878 165,700

持分法による投資損失 1,255 1,261

資金調達費用 64,415 27,800

その他 19,668 25,377

営業外費用合計 238,217 220,139

経常損失（△） △1,119,218 △232,866

特別利益   

固定資産売却益 3,651 936

補助金収入 46,189 114,640

その他 － 1,155

特別利益合計 49,841 116,731

特別損失   

固定資産売却損 1,690 2,417

固定資産除却損 4,061 98,398

新型コロナウイルス感染症対応による損失 ※２ 64,952 ※２ 3,475

バスカード払戻金 644 11,531

その他 12,085 3,223

特別損失合計 83,434 119,047

税金等調整前四半期純損失（△） △1,152,812 △235,182

法人税、住民税及び事業税 23,057 42,186

法人税等調整額 △343,487 △8,468

法人税等合計 △320,430 33,718

四半期純損失（△） △832,381 △268,900

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △832,381 △268,900
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日
　至　令和３年９月30日)

四半期純損失（△） △832,381 △268,900

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △4,852 4,693

繰延ヘッジ損益 4,563 31,808

退職給付に係る調整額 △1,655 △1,610

その他の包括利益合計 △1,943 34,891

四半期包括利益 △834,325 △234,009

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △834,325 △234,009

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　令和２年４月１日
　至　令和２年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　令和３年４月１日
　至　令和３年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △1,152,812 △235,182

減価償却費 829,549 852,209

貸倒引当金の増減額（△は減少） 328 △134

賞与引当金の増減額（△は減少） 40,227 112,610

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △11,357 △12,221

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △5,686 1,270

受取利息及び受取配当金 △7,806 △7,674

支払利息 152,878 165,700

持分法による投資損益（△は益） 1,255 1,261

固定資産売却損益（△は益） △1,960 1,481

固定資産除却損 4,061 98,398

売上債権の増減額（△は増加） △23,422 59,800

棚卸資産の増減額（△は増加） 22,879 3,065

仕入債務の増減額（△は減少） 149,954 △84,561

その他 94,198 644,485

小計 92,286 1,600,511

利息及び配当金の受取額 8,691 8,149

利息の支払額 △156,211 △165,994

法人税等の支払額 △32,101 △26,519

営業活動によるキャッシュ・フロー △87,335 1,416,146

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △1,313,270 △804,348

有形固定資産の売却による収入 20,796 2,614

投資有価証券の取得による支出 △597 △598

貸付金の回収による収入 1,028 563

その他 △30,896 △138,105

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,322,939 △939,875

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △685,000 △140,500

長期借入れによる収入 3,190,000 7,605,250

長期借入金の返済による支出 △591,614 △7,694,860

リース債務の返済による支出 △338,897 △293,944

社債の償還による支出 △15,000 －

自己株式の取得による支出 △359 △330

自己株式の売却による収入 138 －

配当金の支払額 △35,762 △152

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,523,505 △524,538

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 113,229 △48,267

現金及び現金同等物の期首残高 1,677,266 2,357,609

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,790,496 ※ 2,309,342
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時

点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

収益認識会計基準等の適用による主な変更点は、以下のとおりです。

 

１．旅行事業における本人取引に係る収益認識

旅行事業における収益につきましては、全て顧客から受け取る額から売上原価を控除した純額を収益とし

て認識しておりましたが、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が本人に該当する取引につい

ては、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識する方法に変更しております。

 

２．広告代理業における代理人取引に係る収益認識

広告代理業における収益につきましては、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりました

が、顧客への財又はサービスの提供における当社の役割が代理人に該当する取引については、顧客から受け

取る額から売上原価を控除した純額で収益を認識する方法に変更しております。

 

３．運輸事業における追加の財又はサービスを取得するオプションの付与

運輸事業における当社が運営するポイント制度について、従来は、将来にポイントとの交換に要すると見

込まれる費用を引当金として計上する方法によっておりましたが、当該ポイントが重要な権利を顧客に提供

する場合、履行義務として認識し、収益の計上を繰り延べる方法に変更しております。

 

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに

従っており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額

を、第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用してお

ります。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前ま

でに従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用してお

りません。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間よ

り前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行

い、その累積的影響額を第１四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に2,004千円加算しております。

この結果、当第２四半期連結累計期間の売上高は47,470千円減少し、営業費は47,199千円減少しておりま

す。なお、営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は軽微であります。

　収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示し

ていた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含め

て表示することといたしました。なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前

連結会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

　さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定め

る経過的な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報

を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会

計基準」（企業会計基準第10号2019年７月４日）第44-2項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしました。なお、四半期連結財務諸表に

与える影響はありません。
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（追加情報）

　　　　　新型コロナウイルス感染症の影響に関する会計上の見積り

　　　　　　前連結会計年度の有価証券報告書における「（重要な会計上の見積り）」に記載した新型コロナウイルス感

　　　　　染症の収束時期等を含む仮定について、重要な変更はありません。

 

　　　　　不動産事業における販売促進に係る引当金の会計処理について

　　　　　　当社グループが不動産事業における賃貸先であるテナントを通してテナント利用顧客に付与する利用券に係

　　　　　る会計処理について、第１四半期連結会計期間の期首より、テナント利用顧客の利用券使用実績率を合理的

　　　　　に見積もることが可能となったことから、付与する利用券の内、将来テナントとの間で精算が見込まれる金額

　　　　　を販売促進に係る引当金として会計処理しております。

　　　　　　当該引当金の会計処理により当第２四半期連結累計期間末の四半期連結損益計算書の営業損失、経常損失、

　　　　　税金等調整前四半期純損失は13,758千円増加しております。

　　　　　　なお、当該引当金は、四半期連結貸借対照表の流動負債の「その他」に含まれております。

 

　　　　　連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用

　　　　　　当社及び一部の国内連結子会社は、「所得税法等の一部を改正する法律」(令和２年法律第８号)において創

　　　　　設されたグループ通算制度への移行及びグループ通算制度への移行にあわせて単体納税制度の見直しが行われ

　　　　　た項目については、「連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」

　　　　　（実務対応報告第39号　2020年３月31日）第３項の取扱いにより、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」

　　　　　（企業会計基準適用指針第28号　2018年２月16日）第44項の定めを適用せず、繰延税金資産及び繰延税金負債

　　　　　の額について、改正前の税法の規定に基づいております。

 

（表示方法の変更）

　　　　（四半期連結損益計算書関係）

　　　　　前第２四半期連結累計期間において、営業外収益にて表示しておりました「保険返戻金」は営業外収益におい

　　　　て重要性が乏しくなったことから、当第２四半期連結累計期間より「その他」に含めて表記することに致しまし

　　　　た。この表示方法を反映させるため、前第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っておりま

　　　　す。

　　　　　この結果、前第２四半期累計期間において、営業外収益の「保険返戻金」13,187千円と「その他」10,835千

　　　　円は、「その他」24,023千円として組替えております。

　　　　　また、特別損失の「その他」に含めて表示しておりました「バスカード払戻金」は特別損失において重要性が

　　　　増したことから、当第２四半期連結累計期間より独立掲記することに致しました。この表示方法を反映させるた

　　　　め、前第２四半期連結累計期間の四半期連結財務諸表の組替えを行っております。

　　　　　この結果、前第２四半期累計期間において、特別損失の「その他」に表示しておりました12,730千円は「バス

　　　　カード払戻金」644千円、「その他」12,085千円として組替えております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

　　　※投資その他の資産の金額から直接控除している引当金の額
 

 
前連結会計年度

（令和３年３月31日）
当第２四半期連結会計期間
（令和３年９月30日）

貸倒引当金 32,314千円 32,164千円

 

（四半期連結損益計算書関係）

※１販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前第２四半期連結累計期間
（自 令和２年４月１日
　　至 令和２年９月30日）

　当第２四半期連結累計期間
（自 令和３年４月１日
　　至 令和３年９月30日）

給料・手当等 870,180千円 810,847千円

賞与引当金繰入額 69,258 51,699

退職給付費用 17,460 24,111

役員退職慰労引当金繰入額 17,344 16,390

減価償却費 75,820 137,350

 

　　　※２新型コロナウイルス感染症対応による損失

　　　　　当第２四半期連結累計期間において、新潟県による新型コロナウイルス感染症の警報発令等を受け、不動産事

　　　　業等に関して、テナントに対しての賃料収入減免額については、臨時性があるため「新型コロナウイルス感染症

　　　　対応による損失」として特別損失に計上しております。

　　　　　なお、前第２四半期連結累計期間は、新型コロナウイルス感染症の拡大による緊急事態宣言を受け、不動産事

　　　　業等に関わる施設の一時臨時休業を実施いたしました。不動産事業に関しては休業期間の固定費（人件費、減価

　　　　償却費等）と、テナントに対しての賃料収入減免額について、「新型コロナウイルス感染症対応による損失」と

　　　　して特別損失に計上しております。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自 令和２年４月１日
至 令和２年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 令和３年４月１日
至 令和３年９月30日）

現金及び預金勘定 1,881,016千円 2,399,765千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △90,519 △90,422

現金及び現金同等物 1,790,496 2,309,342

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　令和２年４月１日　至　令和２年９月30日）

配当に関する事項

（決　議） 株式の種類
配当金の総
額（千円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

令和２年６月25日

定時株主総会
普通株式 38,422 10.0 令和２年３月31日 令和２年６月26日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　令和３年４月１日　至　令和３年９月30日）

配当に関する事項

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自令和２年４月１日　至令和２年９月30日）

1.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

         （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3
 運輸事業

不動産

事業

商品販売

事業
旅行事業 旅館事業 計

売上高           

外部顧客へ

の売上高
2,737,140 1,296,516 719,337 52,995 300,895 5,106,886 940,969 6,047,856 － 6,047,856

セグメント

間の内部売

上高又は

振替高

57,974 201,710 9,812 14,050 5,290 288,836 238,834 527,670 △527,670 －

計 2,795,114 1,498,226 729,149 67,045 306,185 5,395,722 1,179,803 6,575,526 △527,670 6,047,856

セグメント

利益又は

損失（△）

△1,192,028 568,451 △53,293 △159,480 △284,366 △1,120,716 3,004 △1,117,712 3,788 △1,113,924

(注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、清掃・設備・環境業、

　　　　 広告代理業、航空代理業等を含んでいます。

    ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額3,788千円は、セグメント間取引消去によるものです。

    ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自令和３年４月１日　至令和３年９月30日）

1.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

         （単位：千円）

 報告セグメント
その他

（注）1
合計

調整額

（注）2

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）3
 運輸事業

不動産

事業

商品販売

事業
旅行事業 旅館事業 計

売上高           

顧客との

契約から

生じる

収益

2,715,056 50,266 657,078 499,967 385,262 4,307,631 831,506 5,139,138 － 5,139,138

その他の

収益
466,538 1,319,798 － － － 1,786,336 － 1,786,336 － 1,786,336

外部顧客へ

の売上高
3,181,594 1,370,064 657,078 499,967 385,262 6,093,968 831,506 6,925,474 － 6,925,474

セグメント

間の内部

売上高又は

振替高

16,146 203,074 11,836 137,946 5,817 374,822 195,679 570,501 △570,501 －

計 3,197,740 1,573,139 668,915 637,913 391,080 6,468,790 1,027,186 7,495,976 △570,501 6,925,474

セグメント

利益又は

損失（△）

△551,128 562,228 △26,169 △76,269 △184,797 △276,136 94,987 △181,149 295 △180,853

(注）１．「その他」区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、清掃・設備・環境業、

　　　　 広告代理業、航空代理業等を含んでいます。

    ２．セグメント利益又は損失（△）の調整額295千円は、セグメント間取引消去によるものです。

    ３．セグメント利益又は損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　 該当事項はありません。

 

３.報告セグメントの変更等に関する事項

　第１四半期連結会計期間から、「その他」に含まれていた「旅行事業」について量的基準を満たし

たため、報告セグメントとして記載する方法に変更しております。

　なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、当第２四半期連結累計期間の報告セグメントの

区分に基づき作成したものを開示しております。

 

 

（収益認識関係）

　顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま

す。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　令和２年４月１日
至　令和２年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　令和３年４月１日
至　令和３年９月30日）

１株当たり四半期純損失（△） △216円64銭 △69円99銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失（△）（千

円）
△832,381 △268,900

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）（千円）
△832,381 △268,900

普通株式の期中平均株式数（千株） 3,842 3,842

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

令和３年11月９日

新潟交通株式会社

取締役会　御中

 

高志監査法人

新潟県新潟市

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 阿部　和人

 

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士  堀 　華栄

 

 

監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている新潟交通株式会

社の令和３年４月１日から令和４年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（令和３年７月１日から令和

３年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（令和３年４月１日から令和３年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、新潟交通株式会社及び連結子会社の令和３年９月30日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立し

ており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入

手したと判断している。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが適

切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて継続

企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
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・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と

認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかど

うか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において

四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人

の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業

として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成

基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結財務

諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさ

せる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査

人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査

人の結論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上
 
（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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